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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

４．平成16年３月期より契約社員等に加えてパートタイマーを臨時従業員に含めることとしたため、「従業員

数」欄に平均臨時雇用者数として外数で記載しております。 

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 59,357 60,188 61,180 56,891 54,953 

経常利益（百万円） 3,507 3,113 3,462 2,059 1,596 

当期純利益（百万円） 1,797 1,452 2,009 812 680 

純資産額（百万円） 41,016 41,923 43,410 43,701 43,992 

総資産額（百万円） 47,667 47,924 48,179 48,222 48,163 

１株当たり純資産額（円） 1,712.15 1,750.79 1,812.59 1,825.57 1,838.48 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
71.67 57.91 80.75 31.46 28.46 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 86.05 87.48 90.10 90.62 91.24 

自己資本利益率（％） 4.44 3.50 4.71 1.86 1.55 

株価収益率（倍） 13.98 22.41 18.58 46.89 47.30 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

6,729 4,378 6,316 3,561 3,797 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

△6,122 △2,966 △5,729 △6,741 △2,247 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

△569 △542 △480 △552 △529 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
8,696 9,564 9,670 5,938 6,958 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

1,056 

(－) 

1,032 

(763) 

997 

(749) 

960 

(739) 

944 

(778) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

４．平成15年３月期の１株当たり配当額22円は、創立40周年記念配当２円を含んでおります。 

５．平成16年３月期より契約社員等に加えてパートタイマーを臨時従業員に含めることとしたため、「従業員

数」欄に平均臨時雇用者数として外数で記載しております。 

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 50,807 51,443 52,363 48,152 46,228 

経常利益（百万円） 2,876 2,577 3,005 1,628 1,249 

当期純利益（百万円） 1,553 1,343 1,861 722 645 

資本金（百万円） 5,576 5,576 5,576 5,576 5,576 

発行済株式総数（千株） 23,907 23,907 23,907 23,907 23,907 

純資産額（百万円） 39,022 39,859 41,230 41,464 41,488 

総資産額（百万円） 44,118 44,475 44,700 44,564 44,479 

１株当たり純資産額（円） 1,630.42 1,665.70 1,722.78 1,733.22 1,735.54 

１株当たり配当額（うち１株

当たり中間配当額）（円） 

22.00 

(10.00) 

20.00 

(10.00) 

22.00 

(10.00) 

22.00 

(11.00) 

22.00 

(11.00) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
63.13 54.63 75.97 28.94 27.00 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 88.5 89.6 92.2 93.0 93.3 

自己資本利益率（％） 4.03 3.41 4.59 1.75 1.56 

株価収益率（倍） 15.87 23.76 19.75 50.96 49.86 

配当性向（％） 34.8 36.6 29.0 76.0 81.5 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

531 

(－) 

520 

(205) 

514 

(195) 

492 

(187) 

408 

(172) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和38年１月 清涼飲料の製造・販売を目的とし、四国飲料株式会社を香川県高松市四番町に設立 

昭和38年３月 ザ コカ・コーラ カンパニー（米国）および日本コカ・コーラ株式会社とボトラーズアグリー

メントを締結し、四国４県（香川・愛媛・高知・徳島）において、コカ・コーラ、ファンタの販

売を開始 

昭和38年８月 本社を香川県高松市春日町に新設移転し、商号を四国コカ・コーラボトリング株式会社に変更 

本社工場（昭和46年７月高松工場に呼称変更）を新設し、生産開始 

昭和45年７月 愛媛県周桑郡小松町（現・西条市）に小松工場を新設し、生産開始 

昭和47年１月 全額出資による「石鎚興産株式会社」（資本金５百万円）を設立 

昭和47年９月 ボトラーズアグリーメントを改め、新たに日本コカ・コーラ株式会社と再実施許諾契約を締結 

昭和54年８月 ベンディングおよびフード事業を目的とし、全額出資による「四国キヤンテイーン株式会社」

（現・資本金１億円）を設立（現・連結子会社） 

昭和56年６月 自動販売機等の修理を目的とし、全額出資による「四国カスタマー・サービス株式会社」（資本

金２千万円）を設立（現・連結子会社） 

平成４年８月 高松工場を閉鎖 

平成４年９月 愛媛県周桑郡小松町（現・西条市）に小松第２工場を新設し、生産開始（小松工場を小松第１工

場に呼称変更） 

  日本コカ・コーラ株式会社と新たな再実施許諾契約を締結 

平成５年８月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成７年11月 物流関連事業を目的とし、「株式会社ダイナフロー」（資本金５千万円、当社出資比率60％）を

設立（現・連結子会社） 

平成８年２月 廃棄物処理事業を行っている「有限会社コーセイリサイクルセンター」（現・「株式会社リソー

シズ」）（現・資本金４千万円）に資本参加（現・当社出資比率24％、四国キヤンテイーン株式

会社出資比率10％、四国カスタマー・サービス株式会社出資比率10％）（現・持分法適用関連会

社） 

平成８年12月 工場内荷役作業等の請負を目的とし、全額出資による「株式会社四国さわやかサービス」（資本

金２千万円）を設立 

平成11年７月 「石鎚興産株式会社」は、「株式会社四国さわやかサービス」と合併し、社名を「四国さわやか

サービス株式会社」（資本金５千万円）に変更（現・連結子会社） 

平成12年９月 大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定 

平成12年11月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場 

平成13年１月 自動販売機への飲料の充填業務の請負を目的とし、全額出資による「四国ビバレッジサービス株

式会社」（現・「四国コカ・コーラベンディング株式会社」）（資本金３千万円）を設立（現・

連結子会社） 

平成14年９月 再実施許諾契約の契約期間満了にともない、ザ コカ・コーラ カンパニーおよび日本コカ・コ

ーラ株式会社と新たにボトラー契約を締結 

平成17年１月 ボトラー契約を改め、ザ コカ・コーラ カンパニー、日本コカ・コーラ株式会社およびコカ・

コーラナショナルビバレッジ株式会社と製造許諾契約ならびにザ コカ・コーラ カンパニーお

よび日本コカ・コーラ株式会社とディストリビューション許諾契約を新たに締結 

平成17年10月 大阪証券取引所市場第一部の上場廃止 

平成18年３月 飲料の製造業務および物流関連業務の請負を目的とし、全額出資による「四国コカ・コーラプロ

ダクツ株式会社」（資本金５千万円）を設立（現・連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社、子会社６社および関連会社１社）は、当社の親会社である㈱日本製紙グループ本社および日

本製紙㈱の企業グループに属しております。 

 当社グループは、清涼飲料の製造・販売を主な事業内容とし、さらに当該事業に関連する売店・給食事業およびそ

の他のサービス等の事業活動を展開しております。 

 一方、親会社の日本製紙㈱は紙・パルプの製造・販売を主な事業内容としております。また、親会社の㈱日本製紙

グループ本社は同社の純粋持株会社であります。 

 各事業における当社グループの位置付け等は、次のとおりであります。なお、当社は事業の種類別セグメント情報

を記載していないため、事業部門別に記載しております。 

(1）飲料事業 

 当社が製造、販売しております。 

 また、子会社の四国コカ・コーラプロダクツ㈱が、当社からの委託により製造および物流関連業務を行ってお

ります。なお、同社は、平成18年３月３日に当社の全額出資により設立し、平成18年４月１日より営業を開始し

ております。 

(2）保険、リースおよびその他請負事業 

 子会社の四国さわやかサービス㈱が当社工場と営業所間の商品の運送取扱業務、当社工場内での荷役受払業

務、リースおよび割賦販売、食品等の販売、当社グループの制服の洗濯業務、損害保険および生命保険の代理店

業務等を行っております。 

(3）自動販売機オペレーターおよび売店・給食事業 

 子会社の四国キヤンテイーン㈱および子会社の四国コカ・コーラベンディング㈱が当社の管理する自動販売機

のオペレーション業務を行っております。 

 また、四国キヤンテイーン㈱が自動販売機による飲料・食品等の販売、企業・官公庁および学校等において売

店・給食事業を行っております。 

(4）販売機器設置、修理事業 

 子会社の四国カスタマー・サービス㈱が飲料その他の販売機器の設置、修理および整備業務を行っておりま

す。 

(5）販売物流事業 

 子会社の㈱ダイナフローが当社の販売する商品の得意先への配送業務を行っております。 

(6）廃棄物処理事業 

 関連会社の㈱リソーシズが空容器等の収集および再生事業を行っております。 

 なお、同社は、重要性が増したため、当連結会計年度より持分法を適用しております。 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 





４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注）１．㈱日本製紙グループ本社は、有価証券報告書を提出しております。 

２. 議決権の被所有割合の[ ]内は、間接被所有割合を内数で記載しております。 

３．日本製紙㈱における役員の兼任等は、同社財務部長野沢徹氏の当社社外監査役の兼任であります。 

(2）連結子会社 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 

(％) 

関係内容 

㈱日本製紙グループ

本社  

東京都  

千代田区 
55,730 持株会社 

（被所有） 

54.9 

[54.9] 

 － 

日本製紙㈱ 
東京都 

千代田区 
104,873 

紙・パルプの製

造・販売 

（被所有） 

54.9 

同社のＣＭＳ（キャッシュ・マネ

ジメント・システム）の一環とし

て、当社より資金を借受けており

ます。 

役員の兼任等…有 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 

(％) 

関係内容 

四国さわやかサービ

ス㈱ 

香川県 

高松市 
50 

保険、リースおよ

びその他請負事業 
100.0 

当社商品の輸送および荷役業務等

を行っております。 

なお、当社より資金を借受けてお

ります。当社所有の土地、建物を

賃借しております。 

役員の兼任等…有 

四国キヤンテイーン

㈱ 

香川県 

高松市 
100 

自動販売機オペレ

ーターおよび売

店・給食事業 

100.0 

当社より商品の仕入れを行ってお

ります。また、当社が管理する自

動販売機のオペレーション業務を

行っております。 

なお、当社より資金を借受けてお

ります。当社所有の土地、建物を

賃借しております。 

役員の兼任等…有 

四国カスタマー・サ

ービス㈱ 

香川県 

高松市 
20 

販売機器設置、修

理事業 
100.0 

当社販売機器の設置、修理を行っ

ております。 

なお、当社所有の土地、建物を賃

借しております。 

役員の兼任等…有 

㈱ダイナフロー 
香川県 

高松市 
50 販売物流事業 60.0 

当社商品の配送を行っておりま

す。 

なお、当社所有の土地、建物を賃

借しております。 

役員の兼任等…有 

 



 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２．上記会社は、いずれも特定子会社に該当しておりません。 

３．四国キヤンテイーン㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が100分の10を超えております。 

主要な損益情報等 (1）売上高         9,271百万円 

(2）経常利益         225百万円 

(3）当期純利益                 83百万円 

(4）純資産額        1,540百万円 

(5）総資産額        3,187百万円 

(3）持分法適用関連会社 

 ㈱リソーシズについて、重要性が増したため、当連結会計年度より持分法を適用しております。 

 （注） 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合を内数で記載しております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社グループ（当社および連結子会社）からグループ外への出向者を除き、グルー

プ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。 

２．臨時従業員は、雇用契約期間が１年を超えない嘱託、契約社員およびパートタイマーであります。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 

(％) 

関係内容 

四国コカ・コーラベ

ンディング㈱ 

香川県 

高松市 
30 

自動販売機オペレ

ーターおよび売

店・給食事業 

100.0 

当社が管理する自動販売機のオペ

レーション業務を行っておりま

す。 

なお、当社所有の土地、建物を賃

借しております。 

役員の兼任等…有 

四国コカ・コーラプ

ロダクツ㈱ 

愛媛県 

西条市 
50 飲料事業 100.0 

飲料の製造および物流受託業務を

行っております。 

なお、当社所有の土地、建物を賃

借しております。 

役員の兼任等…有 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 

(％) 

関係内容 

㈱リソーシズ 
香川県 

高松市 
40 廃棄物処理事業 

44.0 

(20.0) 

当社が回収した空容器等の収集、

再生事業を行っております。 

役員の兼任等…有 

  平成19年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

飲料事業 487 (184) 

保険、リースおよびその他請負事業 22 (24) 

自動販売機オペレーターおよび売店・給食事業 222 (487) 

販売機器設置、修理事業 108 (81) 

販売物流事業 105 (2) 

合計 944 (778) 



(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社外への出向者除く。）であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。 

２．臨時従業員は、雇用契約期間が１年を超えない嘱託、契約社員およびパートタイマーであります。 

３．従業員数が当事業年度において84人減少しましたが、その主な理由は、平成18年４月１日より営業を開始し

ました連結子会社の四国コカ・コーラプロダクツ㈱へ73名転籍したことによるものであります。 

４．平均年間給与（税込）は、基準外賃金および賞与を含めております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

408 (172) 41.3 20.9 5,999,419 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用環境の改善が見られ

るなど緩やかな回復基調で推移いたしました。四国地域の経済は、緩やかに改善していると見られるものの、個人

消費は低調に推移し、大型小売店の販売が前年を下回る等厳しい状況が続いております。 

 清涼飲料業界におきましては、天候不順や市場拡大の牽引役を続けてきた緑茶飲料のマイナス成長等により市場

規模は前年を下回りました。また、依然として企業間の販売競争は続いており、販売価格の低下や販売促進費の増

加等により、企業を取り巻く経営環境はますます厳しさを増しております。 

 このような状況のなか、当社グループは新たに「第７次中期経営計画」を策定し、「Ｓｈａｒｅ ｕｐ！（シェ

ア アップ！）」のスローガンのもと、販売数量とマーケットシェアの拡大、経営効率の改善等の基本方針に基づ

いた施策に取り組んでまいりました。 

 販売面では、重点ブランドである「コカ・コーラ」、「ジョージア」、「爽健美茶」、「アクエリアス」、「一

（はじめ）」の強化と活性化に努め、コカ・コーラの新広告キャンペーン“the Coke Side of Life／Cokeの

きいた人生を”や「ジョージア純金名刺キャンペーン」を実施するとともに「ジョージア カフェエスプレッソ」

や「アクエリアス ビタミンガード」、「一（はじめ）茶織（さおり）」を新発売するほか、「ジョージア」、

「爽健美茶」をリニューアルし、ブランドの強化、販売数量の拡大に努めました。また、重点ブランド以外におき

ましても、ウーロン茶ベースの新しい健康無糖茶「からだ巡茶（からだめぐりちゃ）」を新発売する等、新たな需

要の拡大を図りました。 

 また、四国４県をはじめ各自治体等と災害時における救援物資提供に関する協定書を締結し、災害時の清涼飲料

の無償提供やメッセージボードによる地域情報の提供機能を有した地域貢献型自動販売機の設置を推進する等自動

販売機での販売強化を図りました。 

 さらに、平成18年９月に愛媛県松山地域において営業拠点の再編を行い販売体制の強化および物流の効率化に取

り組むとともに、営業力のより一層の強化のため平成18年11月より営業組織の変更を行いエリア管理体制へ移行い

たしました。 

 生産・需給面では、コカ・コーラナショナルビバレッジ㈱を中心とするコカ・コーラシステムの全製品を全国一

元的に供給するサプライチェーンマネジメントに引き続き取り組みました。また、製造・物流の一層の効率化推進

のため平成18年３月に当社小松工場における製造業務および物流関連業務を分社化し、当社全額出資の「四国コ

カ・コーラプロダクツ株式会社」を設立し、平成18年４月より営業を開始いたしました。 

 環境面では、当社グループとしてコカ・コーラシステム独自の環境マネジメントシステム「ｅＫＯ」とＩＳＯ１

４００１を一体化した活動による水使用、エネルギー使用および廃棄物の削減により、資源の有効活用および二酸

化炭素排出量の抑制に努めました。 

 経営管理面では、当社グループの間接部門の業務改善、効率化や内部統制システム構築に取り組みました。ま

た、平成24年３月の適格退職年金制度の廃止を踏まえ退職年金制度の改定にも取り組み、平成19年４月から新制度

へ移行いたしました。 

 ＣＳＲ活動の一環として当社グループは、不審者による声掛けなどで危険を感じた子どもたちを一時的に保護

し、警察等に通報する「こどもＳＯＳ」活動を展開するほか、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を搭載した自動販売

機を設置するなど地域に密着した取り組みを行いました。  

 これらの結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は販売数量の減少や販売価格の低下等により549

億53百万円（前連結会計年度比△3.4％）となり、経常利益は売上高の減少にともなう売上総利益の減少等により

15億96百万円（前連結会計年度比△22.5％）となりました。また、当期純利益は６億80百万円（前連結会計年度比

△16.3％）となりました。 

 事業部門ごと（会社単位）の業績は、次のとおりであります。 

① 飲料事業（当社、四国コカ・コーラプロダクツ㈱） 

 飲料事業の当社は、天候不順や競争激化等による販売数量の減少や販売価格の低下等により、売上高は462億

28百万円と前連結会計年度に比べ19億24百万円（△4.0％）減少し、営業利益も販売費及び一般管理費は減少し

たものの、売上高減少にともなう売上総利益の減少により６億79百万円と前連結会計年度に比べ４億22百万円

（△38.3％）減少いたしました。 

 また、四国コカ・コーラプロダクツ㈱は、当連結会計年度より小松工場における製造および物流関連業務の請

負を開始し、売上高は７億15百万円、営業利益は35百万円となりました。 



② 保険、リースおよびその他請負事業（四国さわやかサービス㈱） 

 保険、リースおよびその他請負事業は、車輌修理請負において新たにＦＭＳ（フリート・マネジメント・サー

ビス）契約を締結したこと等により、売上高は19億67百万円と前連結会計年度に比べ１億27百万円（＋6.9％）

増加したものの、減価償却費および人件費等の増加により、営業利益は１億円と前連結会計年度に比べ54百万円

（△35.3％）減少いたしました。 

③ 自動販売機オペレーターおよび売店・給食事業（四国キヤンテイーン㈱、四国コカ・コーラベンディング㈱）

 自動販売機オペレーターおよび売店・給食事業の四国キヤンテイーン㈱は、当連結会計年度においてテレホン

カードの販売から撤退したものの、自動販売機のコラム料収入が増加したこと等により、売上高は92億71百万円

と前連結会計年度に比べ44百万円（＋0.5％）増加いたしました。営業利益は売上高が増加したものの、売上構

成の変化による売上原価率の上昇および人件費の増加等により、１億89百万円と前連結会計年度に比べ７百万円

（△3.7％）減少いたしました。 

 また、四国コカ・コーラベンディング㈱は、当社の自動販売機への商品充填数量の増加等により、売上高は12

億61百万円と前連結会計年度に比べ49百万円（＋4.1％）増加し、営業利益も66百万円と前連結会計年度に比べ

29百万円（＋79.3％）増加いたしました。 

④ 販売機器設置、修理事業（四国カスタマー・サービス㈱） 

 販売機器設置、修理事業は、機器販売および販売機器設置が減少したこと等により、売上高は19億34百万円と

前連結会計年度に比べ２億49百万円（△11.4％）減少し、営業利益も１億20百万円と前連結会計年度に比べ１億

８百万円（△47.3％）減少いたしました。 

⑤ 販売物流事業（㈱ダイナフロー） 

 販売物流事業は、当社の商品配送量の減少等により、売上高は６億96百万円と前連結会計年度に比べ30百万円

（△4.2％）減少し、営業損失11百万円（前連結会計年度は営業利益11百万円）となりました。 

 なお、上記の事業部門ごとの売上高および営業利益は、内部取引消去前の金額で表示しております。 

 所在地別セグメントの業績につきましては、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がな

いため、記載すべき事項はありません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー

により37億97百万円の増加、投資活動によるキャッシュ・フローにより22億47百万円の減少、財務活動によるキャ

ッシュ・フローにより５億29百万円の減少となりました。 

 これらにより資金は、前連結会計年度末に比べ10億19百万円増加し、当連結会計年度末には、69億58百万円（前

連結会計年度比＋17.2％）となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、37億97百万円（前連結会計年度比＋6.6％）となりました。これは、法人税等の

支払額が４億18百万円（前連結会計年度比△72.4％）あったものの、税金等調整前当期純利益が13億10百万円（前

連結会計年度比△10.9％）であり、かつ、減価償却費が31億91百万円（前連結会計年度比＋0.1％）あったこと等

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は、22億47百万円（前連結会計年度比△66.7％）となりました。これは、貸付金の回

収による収入が21億29百万円（前連結会計年度16百万円）あったものの、販売機器等有形固定資産の取得による支

出が43億62百万円（前連結会計年度比＋13.0％）あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、配当金の支払額５億25百万円（前連結会計年度比△4.4％）等により５億29百

万円（前連結会計年度比△4.3％）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は、次のとおりであります。 

 なお、飲料事業以外に生産実績はありません。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．生産実績の金額は、受託加工原価によっております。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

飲料事業 1,420 ＋1.6 

合計 1,420  ＋1.6 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

飲料事業 26,271 △4.0 

保険、リースおよびその他請負事業 95  ＋8.5 

自動販売機オペレーターおよび売店・

給食事業 
3,950 ＋1.1 

販売機器設置、修理事業 46  △59.6 

販売物流事業 －  － 

事業部門間の内部商品仕入高 △414  △6.8 

合計 29,949  △3.5 



(4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が10％以上の相手先はありません。 

３．飲料事業（当社）における主要な販売実績の内訳は、次のとおりであります。なお、その他※欄は、炭酸ガ

ス等であり数量換算が困難なため数量表示を省略しております。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

飲料事業 46,943 △2.5 

保険、リースおよびその他請負事業 1,967 ＋6.9 

自動販売機オペレーターおよび売店・

給食事業 
10,532  ＋0.9 

販売機器設置、修理事業 1,934  △11.4 

販売物流事業 696  △4.2 

事業部門間の内部売上高 △7,120  ＋10.4 

合計 54,953  △3.4 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
数量 

（千ケース）
金額 

（百万円） 
数量 

（千ケース） 
金額 

（百万円） 

商品売上高 

炭酸飲料 

コーラ飲料 2,267 4,303 2,118 3,999 

透明飲料 74 138 95 166 

フレーバー飲料 1,813 3,309 1,735 3,145 

栄養飲料 539 1,086 467 923 

その他 233 467 414 911 

小計 4,928 9,305 4,830 9,146 

非炭酸飲料 

果実飲料 1,056 1,874 986 1,774 

コーヒー飲料 6,718 18,417 6,359 17,477 

スポーツ飲料 2,708 5,470 2,324 4,670 

ティー飲料 4,646 9,720 4,549 9,383 

乳性飲料 248 162 278 225 

その他 1,481 1,160 1,628 1,512 

小計 16,859 36,805 16,127 35,043 

その他 

食品 69 95 74 101 

販売機器（台） (9) 2 (5) 1 

その他※ － 16 － 16 

小計 69 113 74 118 

商品売上高計 21,857 46,224 21,032 44,308 

受託加工収入 － 1,902 － 1,909 

販売機器レンタル料 － 25 － 10 

合計 21,857 48,152 21,032 46,228 



３【対処すべき課題】 

 今後のわが国経済は、緩やかな回復基調で推移すると見られるものの、四国地域におきましては、景気や個人消費

の大幅な改善は見込めないなか、人口の減少も相まって厳しい状況が継続するものと予想されます。 

 清涼飲料業界におきましても、市場規模の横ばいが予想されるなか、今後もシェア拡大をめざした企業間の激しい

競争は継続し、販売価格の低下等により企業収益を圧迫する厳しい状況は依然として継続するものと予想されます。

 このような厳しい経営環境が継続するなか、当社グループといたしましては、「Ｓｈａｒｅ ｕｐ！（シェア ア

ップ！）」のスローガンのもと「第７次中期経営計画」の基本方針であります販売数量とマーケットシェアの拡大、

収益の改善、経営効率の改善、人材の育成、品質管理体制の強化およびＣＳＲの強化を軸にそれぞれの施策を実行し

てまいります。 

 また、営業面では、平成18年11月に移行しましたエリア管理体制の効果を最大化し、営業体制の強化を図るととも

に、愛媛県南予地域の営業拠点の再配置を行い、引き続き物流の効率化やコスト削減に努めてまいります。 

 さらに、サプライチェーンマネジメントや情報システムの開発、保守運用業務におきましてもコカ・コーラシステ

ム各社との協働、連携により、コカ・コーラシステムの長期的な競争力強化に取り組んでいく所存であります。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループ（当社および連結子会社）に関連するリスクのうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があ

ると考えられる事項には、次のようなものがあります。当社グループは、これらのリスクの発生の可能性を認識した

上で、発生の回避および発生した場合の対処に努めてまいります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において、当社グループが判断したものであり

ます。 

(1）ザ コカ・コーラ カンパニー、日本コカ・コーラ㈱およびコカ・コーラナショナルビバレッジ㈱との契約につ

いて 

 当社は、ザ コカ・コーラ カンパニー、日本コカ・コーラ㈱およびコカ・コーラナショナルビバレッジ㈱との

間の製造許諾契約、また、ザ コカ・コーラ カンパニーおよび日本コカ・コーラ㈱との間のディストリビューシ

ョン許諾契約に基づき、事業活動を行っております。 

 当該契約の内容につきましては、「５ 経営上の重要な契約等」に記載しております。 

(2）コカ・コーラナショナルビバレッジ㈱との連携について 

 当社は、全国のコカ・コーラグループにおける調達、製造および物流業務を一元的に統括し、全国規模で最適な

サプライチェーンマネジメントを構築し、コスト削減を図るために設立されたコカ・コーラナショナルビバレッジ

㈱に資本参加し、その協働事業に取り組んでおります。 

 当社は、同社より製造を受託し、また、主要取扱商品を同社より仕入れているため、今後の同社のコスト削減計

画の進捗状況によっては、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(3）清涼飲料業界について 

① 市場競争について 

 当社グループが主な事業としております清涼飲料業界は、近年市場が成熟状況にあるといわれており、今後も

大幅な伸びは期待できない状況にあります。このようななかで各社間の競争は激化しており、廉価販売による販

売促進費の増加や競合他社の動向等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

② 天候要因による影響について 

 清涼飲料業界は、その商品の特性上、天候等の影響を受けやすい傾向にあります。特に、最需要期の夏場の天

候、気温等は、販売数量に大きな影響を与えるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）品質管理について 

 当社グループが取り扱っております清涼飲料は食品であり、安全で高品質な商品を提供するため、品質につきま

しては、充分な管理を行っております。当社工場におきましては、ＩＳＯ９００１およびコカ・コーラ品質システ

ム（ＴＣＣＱＳ）による厳重な品質管理を行っており、また、市場におきましてもフレッシュネス管理の徹底を行

っておりますが、万一、品質に関する事故が発生した場合には、その発生が当社グループに起因するものであるか

否かを問わず、ブランドイメージを損ねるおそれがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。



(5）自然災害および事故による影響について 

 生産設備等の主要施設につきましては、停電の発生等想定される事項において事業活動への影響を最小限に抑え

る体制をとっておりますが、台風、地震等の大規模な自然災害や不慮の事故等により、想定の範囲を超える事態が

発生し、当社グループの保有する施設が被害を受けた場合、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

(6）法的規制について 

 当社グループが主な事業としております飲料関連事業は、「食品衛生法」、「不当景品類及び不当表示防止法」

をはじめとして様々な規制が存在しております。また、環境関連の規制もありますが、当社グループはこれらの法

令を遵守し、安全で高品質な商品の提供に努めております。今後、これらの規制が強化された場合は、当社グルー

プの事業活動に対する制約の拡大や法令遵守に係るコストの増加も予想され、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

(7）四国の経済および消費動向について 

 当社グループは、四国４県（香川県、愛媛県、高知県、徳島県）を主な販売地域として事業活動を行っておりま

すので、四国内の景気等の経済動向、個人消費動向の変動により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(8）保有資産の価値変動について 

 当社グループが保有する土地や有価証券等の価値が変動することにより、当社グループの業績および財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、ザ コカ・コーラ カンパニー、日本コカ・コーラ㈱およびコカ・コーラナショナルビバレッジ㈱との間

で、当社のコカ・コーラボトラーとしての基本となる以下の契約を締結しております。当社はこれらの契約に基づき

四国４県（香川県、愛媛県、高知県、徳島県）において、事業活動を行っております。 

(1）製造許諾契約 

 本契約は、当社とザ コカ・コーラ カンパニー、日本コカ・コーラ㈱およびコカ・コーラナショナルビバレッ

ジ㈱との間で締結され、コカ・コーラ、ジョージア、アクエリアス、爽健美茶等の製品の製造ならびに商標使用に

関するものであります。 

(2）ディストリビューション許諾契約 

 本契約は、当社とザ コカ・コーラ カンパニーおよび日本コカ・コーラ㈱との間で締結され、コカ・コーラ、

ジョージア、アクエリアス、爽健美茶等の製品を四国４県において販売することに関するものであります。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において、当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。 

(1）重要な会計方針および見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づき会計上

の見積りを行っております。 

 なお、会計方針につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項」をご参照ください。 



(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は、天候不順や競争激化等による販売数量の減少や販売価格の低下等により、前連結

会計年度に比べ19億38百万円（△3.4％）減少いたしました。 

② 営業利益 

 当連結会計年度の売上総利益は、売上高が減少したことにともない前連結会計年度に比べ５億73百万円（△

2.3％）減少いたしました。また、販売費及び一般管理費は、販売手数料の増加や会計方針の変更による役員賞

与引当金繰入があったものの、退職給付費用や販売数量の減少による輸送費の減少等により、前連結会計年度に

比べ43百万円（△0.2％）減少いたしました。これらの結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に

比べ５億30百万円（△27.6％）減少いたしました。 

③ 経常利益 

 当連結会計年度の経常利益は、持分法による投資利益の計上があったものの、主として営業利益が減少したこ

とにより、前連結会計年度に比べ４億62百万円（△22.5％）減少いたしました。 

④ 当期純利益 

 当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、補助金収入の減少等により特別利益が前連結会計年度と比べ３

億85百万円減少したものの、固定資産圧縮損、減損損失および転籍一時金等の減少により特別損失が前連結会計

年度と比べ６億86百万円減少したことにより特別損益は前連結会計年度と比べ３億１百万円改善しましたが、経

常利益の減少を補えず前連結会計年度に比べ１億60百万円（△10.9％）減少いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度に比べ１億31百万円（△16.3％）減少いたしまし

た。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの財政状態および経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 

事業等のリスク」をご参照ください。 

(4）資本の財源および資金の流動性についての分析 

 当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが、前連結会計年度に比べ２億35百万円（＋

6.6％）増加し、投資活動によるキャッシュ・フローも、貸付けによる支出が無かったことや貸付金の回収による

収入の増加等により支出が前連結会計年度に比べ44億93百万円（△66.7％）減少したこと等により、現金及び現金

同等物は69億58百万円と前連結会計年度に比べ10億19百万円（＋17.2％）増加いたしました。なお、営業活動によ

るキャッシュ・フローは37億97百万円（前連結会計年度比＋6.6％）と継続して生み出されております。 

 また、当社グループは、商品仕入等の運転資金のほか、自動販売機を中心とした販売機器の設備投資資金等の需

要がありますが、全額自己資金で賄っております。 

 当連結会計年度末の純資産は、439億92百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.6ポイント増加

し91.2％となりました。なお、当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しており、同会計基準等を適用した場合の前連結会計年度

末の純資産は437億59百万円となり、当連結会計年度末の純資産は当期純利益を源泉とする利益剰余金の増加によ

り、前連結会計年度と比べ２億32百万円（＋0.5％）増加しております。 

(5）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループが主な事業としております清涼飲料業界は、市場が成熟状況にあると見られるなか、企業間の激し

い競争等により企業収益を圧迫する厳しい状況が続いております。 

 このようななか、当社グループは、社会のうるおいに貢献し、あらゆるステークホルダーに信頼される企業グル

ープとして存続成長していくために、平成18年４月から３ヶ年の「第７次中期経営計画」を策定し、「Ｓｈａｒｅ

ｕｐ！（シェア アップ！）」のスローガンのもと、その基本方針に基づいた施策を実行しております。 

 当該基本方針および当社グループの対処すべき課題等につきましては「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課

題」をご参照ください。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、飲料事業部門を中心に総額40億45百万円の設備投資を行いました。 

 飲料事業部門につきましては、販売面において販売力の強化を図るため、自動販売機を中心とした販売機器の積極

的な増設・更新（18億73百万円）を実施いたしました。また、営業拠点見直しのため、事業用土地（３億31百万円）

を新たに取得いたしました。 

 また、自動販売機オペレーターおよび売店・給食事業部門につきましては、販売力の強化を図るため、自動販売機

等の増設・更新（４億34百万円）を実施いたしました。 

 なお、生産および営業に重要な影響を及ぼす固定資産の除却、売却はありません。 

 上記以外の事業部門におきましては、特記すべき事項はありません。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備については、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門
の区分 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

小松第１工場 

（愛媛県西条市） 
飲料事業 生産設備 

177 122 
231 

(49,320)
8 540 

－
小松第２工場 

（愛媛県西条市） 
1,112 1,129 

1,392 

(75,472)
20 3,655 

生産設備計 1,289 1,252 
1,624 

(124,793)
28 4,195 －

本社 

（香川県高松市） 
飲料事業 

その他の設

備 
181 0 

130 

(12,876)
3,824 4,137 

[41]

111 

支店および営業所他 

飲料事業 
その他の設

備 

           

香川支店他３営業所 

（香川県高松市他） 
333 3 

960 

(30,784)
7 1,304 

[44]

84 

愛媛支店他４営業所 

（愛媛県伊予市他） 
399 5 

780 

(22,784)

[2,079]

6 1,192 
[44]

86 

高知支店他３営業所 

（高知県高知市他） 
450 4 

1,008 

(32,533)
7 1,470 

[29]

67 

徳島支店他２営業所 

（徳島県石井町他） 
201 1 

486 

(8,612)

[2,996]

3 694 
[14]

60 

小松物流センター 

（愛媛県西条市） 
32 30 － 0 63 － 

小計 1,418 46 

3,236 

(94,714)

[5,075]

24 4,726 
[131]

297 

寮社宅 

（香川県高松市他 １ヶ所） 

－ 
その他の設

備 

230 0 
128 

(5,862)
0 360 － 

賃貸資産 

（愛媛県松山市他 ３ヶ所） 
54 － 

317 

(6,978)
0 372 － 

山林 

（愛媛県新居浜市） 
－ － 

59 

(3,238,063)
－ 59 － 

その他 

（香川県高松市他 10ヶ所） 
242 － 

1,549 

(71,954)
2 1,794 － 

その他の設備計 2,128 46 

5,421 

(3,430,449)

[5,075]

3,853 11,450 
[172]

408 

合計 3,418 1,299 

7,046 

(3,555,242)

[5,075]

3,881 15,645 
[172]

408 



(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額の金額は、有形固定資産の帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２．帳簿価額「その他」は、販売機器4,959百万円、工具・器具及び備品474百万円、リース資産157百万円であ

ります。 

３．土地の面積で［ ］内は、賃借中のものを外数で表示しております。 

４．従業員数の［ ］内は、平均臨時従業員数を外数で表示しております。 

５．提出会社の帳簿価額「その他」に含まれている販売機器は、四国４県の４支店および12営業所にて展開して

おりますが、本社に一括表示しております。 

６．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

７．上記以外に、当社グループ外からの主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  平成19年３月31日現在

会社名 
（所在地） 

事業部門
の区分 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

四国さわやかサービス㈱ 

（香川県高松市） 

保険、リ

ースおよ

びその他

請負事業 

リース用設

備他 
0 198 － 552 751 

[24]

22 

四国キヤンテイーン㈱ 

（香川県高松市） 

自動販売

機オペレ

ーターお

よび売

店・給食

事業 

自動販売機

設備他 
57 93 

157 

(1,146)

[496]

1,153 1,461 
[352]

141 

四国カスタマー・サービス㈱ 

（香川県高松市） 

販売機器

設置、修

理事業 

販売機器修

理に関する

設備他 

104 38 

139 

(5,741)

[1,290]

3 286 
[81]

108 

㈱ダイナフロー 

（香川県高松市） 

販売物流

事業 

販売物流事

業に関する

設備 

－ 7 － － 7 
[2]

105 

四国コカ・コーラベンディング㈱ 

（香川県高松市） 

自動販売

機オペレ

ーターお

よび売

店・給食

事業 

自動販売機

オペレーシ

ョンに関す

る設備 

－ 0 － － 0 
[135]

81 

四国コカ・コーラプロダクツ㈱ 

（愛媛県西条市） 
飲料事業 － － － － － － 

[12]

79 

  平成19年３月31日現在

会社名 
（所在地） 

事業部門の区分 設備の内容 リース期間 
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

四国キヤンテイーン㈱ 

（香川県高松市） 

自動販売機オペ

レーターおよび

売店・給食事業 

ＡＥＤ（自動体

外式除細動器） 
５年 0 16 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社および連結子会社）の設備投資については、予算編成方針に基づき策定しております。 

 設備計画は、原則的に当社グループ各社が個別に策定しており、計画策定にあたっては各予算担当者会議を中心に

調整を図っております。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修の計画は次のとおりであります。 

 なお、経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の売却、除却等の計画はありません。 

 （注）１．今後の所要資金については、全額自己資金で賄う予定であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門の
区分 

設備の内容 
投資予定
総額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

着工年月 完成予定年月 

四国コカ・コーラボトリング㈱ 

本社 

香川県 

高松市 
飲料事業 本社社屋増築等 1,000 218 平成19年１月 平成19年11月 

四国コカ・コーラボトリング㈱ 

営業所 

香川県 

高松市他 
飲料事業 自動販売機等販売機器 1,063 － 平成19年４月 平成19年12月 

四国コカ・コーラボトリング㈱ 

営業所 

愛媛県 

西予市 
飲料事業 事務所・倉庫新築 219 － 平成19年４月 平成19年８月 

四国キヤンテイーン㈱ 

営業所 

香川県 

高松市他 

自動販売機

オペレータ

ーおよび売

店・給食事

業 

自動販売機等販売機器 426 － 平成19年４月 平成19年12月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 発行済株式総数、資本金および資本準備金の増加は、平成７年２月28日発行の第１回無担保転換社債（転換価

格1,258.20円、資本組入額630円）の株式転換によるものであります。なお、第１回無担保転換社債は、平成

14年３月29日に償還しております。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,795株は、「個人その他」の欄に27単元、「単元未満株式の状況」の欄に95株を含めて記載して

おります。 

２．「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ９単

元および40株含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 23,907,862 23,907,862 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 23,907,862 23,907,862 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成12年３月31日 407,707 23,907,862 256 5,576 256 4,973 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 40 20 95 59 4 6,643 6,861 － 

所有株式数

（単元） 
－ 29,008 460 147,199 27,051 23 35,250 238,991 8,762 

所有株式数の

割合（％） 
－ 12.1 0.2 61.6 11.3 0.0 14.8 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本製紙株式会社 東京都千代田区有楽町１－12－１ 13,134 54.93 

メロン バンク トリーティー 

クライアンツ オムニバス 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 

02108 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

818 3.42 

四国コカ・コーラ従業員持株会 香川県高松市春日町1378  456 1.91 

モルガン・スタンレーアンドカン

パニーインク 

（常任代理人 モルガン・スタンレ

ー証券株式会社） 

1585 BROADWAY NEWYORK, NEWYORK 

10036, USA 

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３恵比

寿ガーデンプレイスタワー） 

450 1.88 

シービーエヌワイ ディエフエイ 

インターナショナル キャップ 

バリュー ポートフォリオ 

（常任代理人 シティバンク・エ

ヌ・エイ東京支店） 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA 

MONICA, CA 90401 USA 

（東京都品川区東品川２－３－14） 

407 1.70 

東洋製罐株式会社 東京都千代田区内幸町１－３－１ 396 1.65 

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 396 1.65 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）  
東京都港区浜松町２－11－３  388 1.62 

株式会社伊予銀行 愛媛県松山市南堀端町１ 264 1.10 

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町１－１－１ 264 1.10 

計 － 16,974 71.00 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      2,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,896,400 238,964 － 

単元未満株式 普通株式   8,762 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 23,907,862 － － 

総株主の議決権 － 238,964 － 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

四国コカ・コーラボトリ

ング株式会社 

香川県高松市春日町

1378番地 
2,700 －  2,700 0.0 

計 － 2,700  － 2,700 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得および会社法第155条第７

号に該当する普通株式の取得 

（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

【株式の種類等】 

  

旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得および会

社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 
   

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 440 606,120 

当期間における取得自己株式  20 27,140 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 2,795 － 2,815 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する配当金につきましては、収益力の向上、財務体質の強化を図りながら、継続して安定的に配

当することを基本として、事業年度の業績、今後の経営環境、事業活動および業界の動向等を勘案して決定するもの

と考えております。 

 また、当社は、毎事業年度における配当の回数につきましては、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行

うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当につい

ては取締役会であります。 

 当事業年度におきましては、中間配当として１株につき普通配当11円を実施し、期末配当につきましては、１株に

つき11円といたしました。これにより当事業年度の１株当たり配当金は22円、また、配当性向は81.5％となっており

ます。 

 今後も、収益力の向上、経営体質の強化を図り、企業価値の拡大に努めるとともに、株主の皆さまへ安定的に利益

還元を図ってまいる所存であります。 

 内部留保につきましては、今後の事業拡大と経営基盤強化等のために有効に投資し、さらに、自然災害等のリスク

に備え、かつ、将来にわたって株主および投資者への利益還元に備える所存であります。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。なお、第46期事業年度における中間配当の基準日については、平成19年９月30日となります。 

 当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月７日 

取締役会決議 
262 11 

平成19年６月27日 

定時株主総会決議 
262 11 

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,080 1,319 1,548 1,629 1,499 

最低（円） 940 982 1,099 1,440 1,262 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,424 1,357 1,379 1,371 1,378 1,370 

最低（円） 1,341 1,313 1,262 1,341 1,341 1,325 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株）

取締役社長 

(代表取締役) 
  橋本 建夫 昭和20年１月13日生

昭和42年４月 十條製紙株式会社（現日本製紙株式会

社）入社 

平成４年６月 同社石巻工場原質部長 

平成８年６月 日本製紙株式会社石巻工場長代理 

平成９年６月 同社参与技術本部長代理、生産部長 

平成12年６月 同社取締役技術本部長代理、生産部長

就任 

平成14年６月 同社取締役旭川工場長、勇払工場長就

任 

平成15年６月 同社常務取締役旭川工場長、勇払工場

長就任 

平成16年６月 当社代表取締役副社長就任 

平成17年６月 当社代表取締役社長就任（現任） 

（注）２  5 

専務取締役 

経営サポート

本部長、経営

監査室長 

岡崎 暢夫 昭和19年１月24日生

昭和41年３月 当社入社 

昭和63年12月 当社企画室長 

平成８年６月 当社取締役管理本部経理部長就任 

平成11年６月 当社取締役総務部長・広報室長就任 

平成12年６月 当社常務取締役総務部長就任 

平成13年６月 当社常務取締役総務部長、広報・環境

部担当就任 

平成16年６月 当社常務取締役総務部長、広報・環境

部、経理部、情報システム部担当就任 

平成17年６月 当社専務取締役総務部長、広報・環境

部、人事部、経理部、情報システム部

担当就任 

平成17年10月 当社専務取締役経営サポート本部経営

サポート本部長就任 

平成19年６月 当社専務取締役経営サポート本部経営

サポート本部長、経営監査室長就任

（現任） 

（注）２  12 

専務取締役 社長補佐 大内 喬 昭和19年７月５日生

昭和42年３月 当社入社 

平成４年３月 当社営業本部業務部長 

平成５年４月 当社営業本部香川地区統轄部長 

平成８年６月 当社取締役営業本部営業企画部長就任 

平成10年６月 当社取締役営業本部営業本部長就任 

平成12年６月 当社常務取締役営業本部営業本部長就

任 

平成17年６月 当社専務取締役営業本部営業本部長就

任 

平成19年６月 当社専務取締役社長補佐就任（現任） 

平成19年６月 四国キヤンテイーン株式会社代表取締

役社長就任（現任） 

（注）２  18 

常務取締役 営業本部長 三谷 久士 昭和22年６月３日生

昭和46年３月 当社入社 

平成10年６月 当社営業本部営業企画部長代理 

平成13年４月 当社営業本部営業企画部長 

平成14年６月 当社取締役営業本部営業企画部長就任 

平成15年６月 当社取締役営業本部営業副本部長、営

業企画部長就任 

平成17年12月 当社取締役営業本部営業副本部長就任 

平成18年６月 株式会社ダイナフロー代表取締役社長

就任（現任） 

平成19年６月 当社常務取締役営業本部営業本部長就

任（現任） 

（注）２  4 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株）

常務取締役 

経営戦略室

長、製造物流

部長 

小林 達夫 昭和22年１月16日生

昭和44年４月 山陽パルプ株式会社入社 

平成６年７月 日本製紙株式会社岩国工場洋紙製造部

長 

平成９年７月 同社技術本部品質保証部長 

平成13年７月 日本紙共販株式会社営業統括部品質保

証部長 

平成14年６月 当社取締役製造部長就任 

平成17年６月 当社取締役物流部長、製造部長就任 

平成17年10月 当社取締役製造物流部長就任 

平成19年６月 当社常務取締役経営戦略室長、製造物

流部長就任（現任） 

（注）２  3 

取締役 

経営サポート

副本部長、ビ

ジネスシステ

ム部長 

石井 哲治 昭和24年５月29日生

昭和47年３月 当社入社 

平成９年６月 当社経営企画部長代理 

平成12年４月 当社経営企画部長 

平成16年６月 当社取締役経営企画部長就任 

平成17年10月 当社取締役経営戦略室長就任 

平成18年６月 当社取締役経営サポート本部経営サポ

ート副本部長、ビジネスシステム部長

就任（現任） 

（注）２  6 

取締役 
経営サポート

副本部長 
柴野 隆三 昭和26年１月28日生

昭和49年４月 十條製紙株式会社（現日本製紙株式会

社）入社 

平成６年７月 日本製紙株式会社技術本部設備技術部

主席技術調査役 

平成10年７月 同社釧路工場動力部長代理 

平成15年７月 同社技術本部設備技術部長代理 

平成17年９月 当社情報システム部主席調査役 

平成17年10月 当社経営サポート本部長付主席調査役 

平成18年６月 当社取締役社長補佐、技術担当就任 

平成18年６月 四国カスタマー・サービス株式会社代

表取締役社長就任（現任） 

平成19年６月 当社取締役経営サポート本部経営サポ

ート副本部長就任（現任） 

（注）２  2 

取締役 営業企画部長 北村 秀行 昭和32年12月５日生

昭和55年３月 当社入社 

平成15年４月 当社営業本部営業企画部長代理  

平成15年12月 当社営業本部営業管理部長代理 

平成18年４月 当社営業本部営業企画部長 

平成19年６月 当社取締役営業本部営業企画部長就任

（現任） 

（注）２  2 

常任監査役   美藤 高男 昭和19年１月３日生

昭和41年３月 当社入社 

平成４年３月 当社経理部長 

平成７年３月 当社営業本部営業管理部長 

平成10年６月 当社取締役営業本部営業管理部長就任 

平成15年６月 当社取締役営業本部営業副本部長、営

業管理部長就任 

平成16年６月 当社常務取締役営業本部営業副本部

長、営業管理部長就任 

平成17年６月 四国さわやかサービス株式会社代表取

締役社長就任 

平成17年10月 当社常務取締役経営サポート本部経営

サポート副本部長、ビジネスシステム

部長就任 

平成18年６月 当社常務取締役経営サポート本部経営

サポート副本部長、ビジネスシステム

部長退任 

平成19年６月 四国さわやかサービス株式会社代表取

締役社長退任 

平成19年６月 当社常任監査役就任（現任） 

（注）３  12 

 



 （注）１．後藤達夫、野沢徹の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成19年６月27日開催の定時株主総会で選任され、任期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

３．平成19年６月27日開催の定時株主総会で選任され、任期は選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

４．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株）

監査役   後藤 達夫 昭和21年２月３日生

昭和44年４月 大昭和製紙株式会社（現日本製紙株式

会社）入社 

平成８年７月 同社経理部長 

平成11年１月 同社経営管理部長 

平成12年６月 同社取締役経営管理部長就任 

平成13年７月 同社取締役管理本部副本部長、経理部

長就任 

平成15年４月 日本製紙株式会社取締役管理本部長代

理、監査室長就任 

平成18年４月 同社顧問（非常勤）、日本紙通商株式

会社顧問 

平成18年６月 日本紙通商株式会社監査役就任（現

任） 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）３  0 

監査役   野沢 徹 昭和34年３月10日生

昭和56年４月 十條製紙株式会社（現日本製紙株式会

社）入社 

平成５年10月 日本製紙株式会社管理本部経理部調査

役 

平成12年10月 同社管理本部経理部主席調査役 

平成16年７月 同社管理本部経理部長代理 

平成17年６月 同社管理本部財務部長（現任） 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）３  － 

        計   69 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

大林 保仁 昭和35年５月14日生 

昭和58年４月 十條製紙株式会社（現日本製紙株式会

社）入社 

平成６年10月 日本製紙株式会社ピュアパック事業本

部ピュアパック業務部調査役 

平成11年10月 同社企画本部ＩＲ室長 

平成13年３月 株式会社日本ユニパックホールディン

グ（現株式会社日本製紙グループ本

社）ＩＲ室長 

平成16年７月 日本製紙株式会社関連企業本部関連企

業部主席調査役 

平成18年４月 同社企画本部関連企業部長（現任） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、経営の健全性および透明性を認識し、コーポレート・ガバナンスおよびコンプライアンスの強化を経営の

重要課題と位置づけており、積極的な企業活動を通じ、経済、環境、社会面において貢献するとともに、企業価値を

高め、株主、従業員、消費者等すべてのステークホルダーから信頼される企業を目指しております。 

(1）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

 当社は、経営責任の明確化を図るとともに、経営環境の変化に応じた最適な経営体制の構築を可能とするた

め、平成18年６月開催の定時株主総会において取締役の任期を２年から１年に短縮しております。 

 取締役会は、取締役９名（社外取締役は就任しておりません。）で構成され、毎月１回開催するほか、迅速な

経営の意思決定を図るため、必要に応じて適宜開催し、法令で定められた事項、経営に関する重要な事項等はす

べて付議しており、業務執行状況についても報告しております。 

 迅速かつ的確な経営判断を行うため、原則として本社常勤の取締役で構成する経営会議を毎週開催し、重要事

項について協議するとともに必要なリスク評価も行っております。 

 また、当社は、監査役制度を採用しており、監査役は、１名が常勤、２名が非常勤社外監査役の計３名で構成

され、取締役会に出席するとともに、経営会議等の重要な会議にも出席する等、取締役の職務執行を監視できる

体制となっております。さらに、会社の業務全般について適法および適正に行われているかを監査しておりま

す。なお、監査役会では、監査基準を制定するほか、会計監査人、内部監査部門および関係会社監査役との連携

を密にした取り組みを行い、監査品質の向上に努めております。  

 内部監査につきましては、監査の実効性を支えるため社長直轄の組織である監査室に７名を配置し、うち４名

が監査役との連携を取りながら年度計画に基づき内部監査を実施しており、監査結果は都度社長および監査役等

に報告しております。 

 なお、当事業年度において、取締役会は17回、経営会議は51回および監査役会は14回開催しております。 

 コンプライアンス経営推進のため法律上の判断が必要な場合には、顧問弁護士からアドバイスを受けておりま

す。 

 さらに、透明性確保のため中間期末日および期末日から45日以内に連結・個別の決算発表を行うなどタイムリ

ーなディスクローズに努めております。 

 また、当社は連結子会社とともに、コーポレート・ガバナンスおよびコンプライアンスのより一層の強化を図

るため、ＣＳＲ体制を構築しております。企業倫理委員会、品質保証委員会、安全衛生委員会および環境推進委

員会の４委員会とこれらを統括するＣＳＲ委員会を設置し、活動しております。企業倫理委員会におきまして

は、法令遵守等を織り込んだ当社グループの事業活動の指針となる四国コカ・コーラグループ行動憲章・行動規

範を制定しております。 

 当社は、平成18年５月９日開催の取締役会において、会社法における内部統制システム構築の基本方針を決定

しております。また、金融商品取引法における財務報告に係る内部統制の構築につきましては、平成18年12月に

内部統制システム構築のためのプロジェクトチームを編成し、事務局に監査室員２名を専属で配置する等整備を

推進しております。 



（当社のコーポレート・ガバナンス体制）  

（注） 取締役、監査役および監査室の人数につきましては、当事業年度末日現在で記載しております。な

お、監査室は、平成19年６月１日より経営監査室に名称変更しております。 

② 会計監査の状況 

 新日本監査法人と監査契約を締結し、財務情報の適正性を期すため、会計監査人からは期中および期末の会計

監査を受けており、必要に応じて助言も受けております。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士および監査補助者の構成は、次のとおりであります。 

 業務執行社員の継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのない

よう措置をとっております。 

③ 社外監査役との関係 

 当事業年度末日における当社の社外監査役は２名であります。野沢徹氏は、親会社日本製紙㈱の財務部長を兼

任しております。また、後藤達夫氏は、同社の子会社であります日本紙通商㈱の常勤監査役を兼任しており、当

社の株式を100株所有しております。 

 上記以外に当社と両氏との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 補助者の構成 

業務執行社員 武田 宏之 
新日本監査法人

公認会計士  ５名 

会計士補   ２名 

その他    ３名 業務執行社員 千葉  彰 



(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制につきましては、常勤監査役が出席する経営会議において決裁事項および重要事項につい

て検証するほか、監査室による内部監査、ＣＳＲ委員会やその下部組織の企業倫理委員会、品質保証委員会、安全

衛生委員会および環境推進委員会等で対処する体制をとっております。 

 また、製品の品質管理に関する危機・リスクにつきましては、品質保証委員会にてマニュアルに基づき迅速に対

処する体制を整えております。 

(3）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する報酬は、取締役114百万円、監査役17百万円（うち社外

監査役３百万円）であります。 

 なお、当社の取締役に社外取締役は就任しておりません。 

(4）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬は、19百万円であります。 

 また、当該業務以外に同監査法人との間で、財務報告目的の内部統制の整備等の助言に関する契約を締結してお

り、当該契約に基づく業務に係る報酬は、１百万円であります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日）および前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）ならびに当連結会計年度（自 平成18年４

月１日 至 平成19年３月31日）および当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の連結財務諸

表および財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     6,135     7,165  

２．受取手形及び売掛金     1,987     2,229  

３．たな卸資産     1,521     1,550  

４．繰延税金資産     340     391  

５．短期貸付金     3,516     1,500  

６．未収入金     585     725  

７．その他     760     417  

  貸倒引当金     △3     △3  

流動資産合計     14,843 30.8   13,975 29.0 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物   8,842     9,242    

減価償却累計額   5,478 3,364   5,662 3,580  

(2）機械装置及び運搬具   12,247     12,372    

減価償却累計額   10,542 1,704   10,734 1,637  

(3）販売機器   24,739     25,360    

減価償却累計額   19,777 4,962   20,401 4,959  

(4）土地     7,200     7,342  

(5）建設仮勘定     229     497  

(6）その他   2,197     2,133    

減価償却累計額   1,593 603   1,501 632  

有形固定資産合計     18,065 37.5   18,649 38.7 

２．無形固定資産     502 1.0   449 1.0

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※１   1,587     1,824  

(2）長期貸付金     12,613     12,500  

(3）繰延税金資産     119     67  

(4）その他     534     712  

  貸倒引当金     △43     △16  

投資その他の資産合計     14,810 30.7   15,088 31.3 

固定資産合計     33,378 69.2   34,188 71.0 

資産合計     48,222 100.0   48,163 100.0 

                

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金     316     303  

２．未払金     1,591     1,087  

３．未払費用     1,638     1,692  

４．未払法人税等     131     305  

５．役員賞与引当金     －     65  

６．その他     294     355  

流動負債合計     3,972 8.3   3,809 7.9 

Ⅱ 固定負債              

１．繰延税金負債     －     38  

２．退職給付引当金     194     －  

３．役員退職慰労引当金     157     170  

４．その他     137     153  

固定負債合計     489 1.0   362 0.8 

負債合計     4,462 9.3   4,171 8.7 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     58 0.1   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   5,576 11.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金     4,973 10.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金     32,956 68.3   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    198 0.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △2 △0.0   － － 

資本合計     43,701 90.6   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    48,222 100.0   － － 

                

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 5,576 11.6 

２．資本剰余金  － － 4,973 10.3 

３．利益剰余金  － － 33,266 69.1 

４．自己株式  － － △7 △0.0 

  株主資本合計  － － 43,808 91.0 

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 133 0.2 

  評価・換算差額等合計  － － 133 0.2 

Ⅲ 少数株主持分  － － 50 0.1 

純資産合計  － － 43,992 91.3 

負債純資産合計  － － 48,163 100.0 

                



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     56,891 100.0   54,953 100.0 

Ⅱ 売上原価     31,812 55.9   30,447 55.4 

売上総利益     25,079 44.1   24,505 44.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１            

１．販売費   20,138     20,066    

２．一般管理費   3,019 23,158 40.7 3,048 23,114 42.1 

営業利益     1,921 3.4   1,391 2.5 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   65     82    

２．受取配当金   16     16    

３．販売奨励金   7     －    

４．土地建物賃貸料   31     39    

５．販売機器設置奨励金   23     －    

６．持分法による投資利益   －     34    

７．その他   75 219 0.4 98 273 0.5 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   0     0    

２．たな卸資産廃棄損   31     37    

３．たな卸資産減耗損   10     －    

４．自動販売機売上金不足
金 

  13     13    

５．休止設備減価償却費   10     －    

６．その他   14 81 0.2 14 67 0.1 

経常利益     2,059 3.6   1,596 2.9 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※２ 158     109    

２．投資有価証券売却益   －     23    

３．補助金収入   365     －    

４．貸倒引当金戻入額   4     －    

５．その他   － 528 0.9 10 142 0.3 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※３ 202     161    

２．転籍一時金   158     －    

３．固定資産圧縮損   365     117    

４．減損損失 ※４ 244     79    

５．その他   145 1,116 1.9 71 429 0.8 

税金等調整前当期純利
益 

    1,470 2.6   1,310 2.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  559     549    

法人税等調整額   97 657 1.2 83 633 1.2 

少数株主利益又は少数
株主損失（△） 

    1 0.0   △3 △0.0 

当期純利益     812 1.4   680 1.2 

                



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,973 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     4,973 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     32,772 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   812 812 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   549  

２．役員賞与   78 628

Ⅳ 利益剰余金期末残高     32,956 

        



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注） 平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    

（百万円） 
5,576 4,973 32,956 △2 43,502 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当（注） － － △262 － △262 

剰余金の配当 － － △262 － △262 

役員賞与の支給（注） － － △60 － △60 

当期純利益 － － 680 － 680 

持分法適用会社の増加 － － 215 － 215 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

持分法適用会社の増加に伴う自己株式の

増加 
－ － － △3 △3 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額） 
－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 309 △4 305 

平成19年３月31日 残高      

（百万円） 
5,576 4,973 33,266 △7 43,808 

  評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日 残高       

（百万円） 
198 58 43,759 

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当（注） － － △262 

剰余金の配当 － － △262 

役員賞与の支給（注） － － △60 

当期純利益 － － 680 

持分法適用会社の増加 － － 215 

自己株式の取得 － － △0 

持分法適用会社の増加に伴う自己株式の

増加 
－ － △3 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額） 
△64 △8 △72 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△64 △8 232 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
133 50 43,992 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   1,470 1,310 

減価償却費   3,189 3,191 

減損損失   244 79 

役員賞与引当金の増加額   － 65 

前払年金費用の増加額   － △68 

退職給付引当金の減少額   △5 △194 

役員退職慰労引当金の増減（△）
額 

  △34 13 

貸倒引当金の減少額   △1 △27 

受取利息及び受取配当金   △81 △99 

支払利息   0 0 

持分法による投資利益   － △34 

有形固定資産売却益   △158 △109 

固定資産除却損   202 161 

補助金収入   △365 － 

固定資産圧縮損   365 117 

投資有価証券売却益   － △23 

転籍一時金   158 － 

売上債権の増（△）減額   106 △233 

たな卸資産の増（△）減額   22 △29 

仕入債務の減少額   △22 △13 

未払金の減少額   △128 △23 

未収消費税等の増（△）減額   △146 130 

未払消費税等の増減（△）額   △116 23 

その他の資産の増（△）減額   520 △290 

その他の負債の増減（△）額   △203 106 

役員賞与の支払額   △80 △61 

その他   49 23 

小計   4,987 4,013 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額   79 87 

利息の支払額   － △0 

転籍一時金支払額   △0 △163 

還付法人税等の受取額   － 277 

法人税等の支払額   △1,515 △418 

その他   10 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,561 3,797 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出   △197 △207 

定期預金の払戻による収入   197 197 

有形固定資産の取得による支出   △3,861 △4,362 

有形固定資産の売却による収入   306 189 

無形固定資産の取得による支出   △160 △135 

投資有価証券の取得による支出   △6 △107 

補助金の受入による収入   365 － 

貸付けによる支出   △3,500 － 

貸付金の回収による収入   16 2,129 

その他   98 48 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,741 △2,247 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

自己株式の増加額   △1 △0 

配当金の支払額   △549 △525 

少数株主への配当金の支払額   △2 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △552 △529 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減
少額） 

  △3,732 1,019 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   9,670 5,938 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   5,938 6,958 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

 連結子会社 ６社 

 四国さわやかサービス㈱ 

 四国キヤンテイーン㈱ 

 四国カスタマー・サービス㈱ 

 ㈱ダイナフロー 

 四国コカ・コーラベンディング㈱ 

 四国コカ・コーラプロダクツ㈱ 

 なお、四国コカ・コーラプロダクツ㈱

は、平成18年３月３日に設立し、当連結

会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

 連結子会社 ６社 

 四国さわやかサービス㈱ 

 四国キヤンテイーン㈱ 

 四国カスタマー・サービス㈱ 

 ㈱ダイナフロー 

 四国コカ・コーラベンディング㈱ 

 四国コカ・コーラプロダクツ㈱ 

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社または

関連会社 

０社 

(1）持分法を適用した関連会社 

１社 

㈱リソーシズ 

 ㈱リソーシズは、重要性が増したた

め、当連結会計年度より持分法を適用

しております。 

  (2）持分法を適用しない関連会社 

１社 

 関連会社㈱リソーシズの当期純損益お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等の

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微である

ため、持分法を適用しておりません。 

(2）持分法を適用しない関連会社 

０社 

３．連結子会社の事業年

度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度は親会社と同一で

あります。 

同左 

４．会計処理基準に関す

る事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  ロ．たな卸資産 

 移動平均法による原価法 

ロ．たな卸資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く。）

については、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物   10～50年 

機械装置及び運搬具 ５～10年 

販売機器        ５年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

同左 

  ロ．無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

ロ．無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ────── ロ．役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会

計年度における支給見込額に基づき計

上しております。 

（会計方針の変更）  

 当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。 

 これにより営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ65百万円減少しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ロ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上

しております。  

 過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。  

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定率法により発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。  

ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上

しております。  

 過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。  

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定率法により発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。  

（追加情報）  

 当社および連結子会社(１社除く。)

は、平成19年４月１日に確定給付年金

制度の一部について確定拠出年金制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理基準」（企業会計基

準適用指針第１号）および「退職給付

制度間の移行等の会計処理に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第２

号）を適用しております。 

 これにともなう影響額として、特別

損失27百万円を計上しております。本

移行による翌連結会計年度における退

職給付制度の一部終了益は６百万円で

あります。 

  ハ．役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末の

必要見込み相当額を計上しておりま

す。 

ニ．役員退職慰労引当金 

同左 

  ────── (4）重要なリース取引に関する処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  (4）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却

に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行うこととしております。 

────── 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項 

──────  のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。 

８．利益処分項目等の取

扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

────── 

９．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより税金等調整前当期純利益は244百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

（退職給付に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16

日）および「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成

17年３月16日）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は43,942百

万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正にともな

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） ────── 

 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「短期貸付金」については、金額

的重要性が増したため独立掲記しております。 

 なお、前連結会計年度における「短期貸付金」は、

1,516百万円であります。 

 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において営業外費用に独立掲記して

おりました「製商品等廃棄損」および「製商品たな卸

損」は、当連結会計年度よりそれぞれ他のたな卸資産

に係るものを含めて「たな卸資産廃棄損」および「た

な卸資産減耗損」として表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「たな卸資産廃棄

損」のうち「製商品等廃棄損」は23百万円および「た

な卸資産減耗損」のうち「製商品たな卸損」は10百万

円であります。 

２．前連結会計年度において営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「休止設備減価償却費」に

ついては、金額的重要性が増したため独立掲記してお

ります。 

 なお、前連結会計年度における「休止設備減価償却

費」は、２百万円であります。 

３．前連結会計年度において「貸倒引当金戻入額」は、

特別利益の「その他」に含めて表示しておりました

が、当連結会計年度において特別利益の「その他」

は、「貸倒引当金戻入額」のみとなったため独立掲記

しております。 

 なお、前連結会計年度における「貸倒引当金戻入

額」は、18百万円であります。 

４．前連結会計年度において特別損失に独立掲記してお

りました「災害損失」は、金額的重要性が乏しいため

当連結会計年度より「その他」に含めて表示しており

ます。 

 なお、当連結会計年度における「災害損失」は０百

万円であります。 

１．前連結会計年度において営業外収益に独立掲記して

おりました「販売奨励金」および「販売機器設置奨励

金」は、金額的重要性が乏しいため当連結会計年度よ

り「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「販売奨励金」は８

百万円および「販売機器設置奨励金」は７百万円であ

ります。 

２．前連結会計年度において営業外費用に独立掲記して

おりました「たな卸資産減耗損」は、金額的重要性が

乏しいため当連結会計年度より「その他」に含めて表

示しております。 

 なお、当連結会計年度における「たな卸資産減耗

損」は４百万円であります。 

３．前連結会計年度において特別利益に独立掲記してお

りました「補助金収入」は、金額的重要性が乏しいた

め当連結会計年度より「その他」に含めて表示してお

ります。 

 なお、当連結会計年度における「補助金収入」は０

百万円であります。 

４．前連結会計年度において特別損失に独立掲記してお

りました「転籍一時金」は、金額的重要性が乏しいた

め当連結会計年度より「その他」に含めて表示してお

ります。 

 なお、当連結会計年度における「転籍一時金」は５

百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローに独立掲記しておりました「災害損失」、「災害

損失関連支払額」および「災害損失関連保険金等入金

額」は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度よ

り「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「災害損失」は０百万

円、「災害損失関連支払額」は△８百万円および「災害

損失関連保険金等入金額」は19百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度において営業活動によるキャッシ

ュ・フローに独立掲記しておりました「補助金収入」

および「転籍一時金」は、金額的重要性が乏しいた

め、当連結会計年度より「その他」に含めて表示して

おります。 

 なお、当連結会計年度における「補助金収入」は△

０百万円および「転籍一時金」は５百万円でありま

す。 

２．前連結会計年度において投資活動によるキャッシ

ュ・フローに独立掲記しておりました「補助金の受入

による収入」は、金額的重要性が乏しいため、当連結

会計年度より「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「補助金の受入によ

る収入」は０百万円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式）   24百万円 投資有価証券（株式）     281百万円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式23,907,862

株であります。 

────── 

※３ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式2,355

株であります。 

────── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給料手当        5,844百万円

退職給付費用 233 

役員退職慰労引当金繰入額 34 

減価償却費 2,545 

販売手数料 4,645 

広告宣伝費 3,943 

給料手当 5,864百万円

退職給付費用 △14 

役員賞与引当金繰入額 65 

役員退職慰労引当金繰入額 35 

減価償却費 2,543 

販売手数料 4,705 

広告宣伝費 3,925 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

機械装置及び運搬具   0百万円

土地 158 

計 158 

土地 109百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物    5百万円

機械装置及び運搬具 15 

販売機器 127 

建設仮勘定 24 

その他 30 

計 202 

建物及び構築物 23百万円

機械装置及び運搬具 8 

販売機器 83 

その他 46 

計 161 

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

 当社グループは、事業用資産を管理会計上の区分

をもとにして、主として地域別および機能別にグル

ーピングしております。  

 また、賃貸資産および遊休資産については、それ

ぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減

損の兆候を判定しております。 

 遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により

測定しております。 

 この結果、地価等が下落している上記遊休資産に

ついて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上いたしました。なお、遊

休資産の回収可能価額は不動産鑑定評価等に基づき

算定しております。 

用途 種類 場所 
減損損失 

（百万円） 

遊休資産 土地 新居浜市 233 

遊休資産 土地 松山市 10 

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

 当社グループは、事業用資産を管理会計上の区分

をもとにして、主として地域別および機能別にグル

ーピングしております。  

 また、賃貸資産および遊休資産については、それ

ぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減

損の兆候を判定しております。 

 当連結会計年度において、共用資産（当社本社）

の社屋および事業用資産（子会社営業所）の事務所

の建替えを決定したため、当該資産について廃滅予

定時における残存帳簿価額の全額を減損損失として

計上しております。 

用途 種類 場所 
減損損失 

（百万円） 

共用資産 
建物及び構

築物 
高松市 70 

事業用資産 
建物及び構

築物 
高松市 9 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株および当連結会計年度より持

分法を適用した㈱リソーシズの保有する自己株式（当社株式）の当社帰属分３千株であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少 

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 23,907 － － 23,907 

合計 23,907 － － 23,907 

 自己株式         

   普通株式（注） 2 4 － 6 

合計 2 4 － 6 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 262 11 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

平成18年11月７日 

取締役会 
普通株式 262 11 平成18年９月30日 平成18年12月５日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 262 利益剰余金 11 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

（百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定 6,135

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△197

現金及び現金同等物 5,938

現金及び預金勘定 7,165

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△207

現金及び現金同等物 6,958



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額

なリース取引のため、連結財務諸表規則第15条の３およ

び財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により、注記

を省略しております。 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

（有形固定資
産） 
その他 

16 0 16 

合計 16 0 16 

  （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  １年内     3百万円

１年超 12 

合計 16 

  （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

  (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

  支払リース料  0百万円

減価償却費相当額 0 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 646 1,005 359 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 646 1,005 359 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 202 176 △26 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 202 176 △26 

合計 849 1,182 332 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 380 



Ⅱ 当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当連結会計年度（自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 631 893 262 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 100 108 8 

小計 731 1,001 270 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 213 167 △46 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 213 167 △46 

合計 945 1,168 223 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

41 23 －  

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 374 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社（１社除く。）は、確定給付型制度の適格退職年金制度および確定拠出型制度の確定拠出

年金制度（平成16年４月採用）を設けております。また、連結子会社のうち１社は、中小企業退職金共済制度を採

用しております。なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 また、当社は退職給付信託を設定しております。 

 当社および連結子会社（１社除く。）は、平成19年４月１日に適格退職年金制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行するとともに適格退職年金制度を確定給付型の確定給付企業年金制度への制度変更を行っております。こ

の退職給付制度間の移行による影響については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 (3）重要な引当金の計上基準 

ハ．退職給付引当金 （追加情報）」に記載しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

  （百万円)

(1）退職給付債務 △3,799 

(2）年金資産 4,070 

(3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） 270 

(4）未認識数理計算上の差異 △444 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額） △20 

(6）連結貸借対照表計上額純額 

（(3)＋(4)＋(5)） 
△194 

(7）退職給付引当金(6) △194 

（注） 当社および連結子会社（１社除く。）は、平成

19年４月１日に適格退職年金制度から確定給付企

業年金制度へ制度変更を行ったことにより、過去

勤務債務（債務の減額）が発生しております。 

  （百万円)

(1）退職給付債務 △3,327 

(2）年金資産 3,643 

(3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） 315 

(4）未認識数理計算上の差異 △226 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額） △20 

(6）連結貸借対照表計上額純額 

（(3)＋(4)＋(5)） 
68 

(7）前払年金費用 68 

(8）退職給付引当金（(6)－(7)） － 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（注）１．上記以外に、割増退職金を86百万円支払ってお

ります。 

   ２．その他は、確定拠出年金への掛金および前払退

職金としての支払額であります。 

  （百万円)

(1）勤務費用 159 

(2）利息費用 74 

(3）期待運用収益（減算） △65 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 60 

(5）過去勤務債務の費用処理額 △6 

(6）退職給付費用 

（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)） 
223 

(7）その他 (注)２ 64 

(8）計（(6)＋(7)） 287 

（注）１．上記以外に、割増退職金を122百万円支払って

おります。 

   ２．その他は、確定拠出年金への掛金および前払退

職金としての支払額であります。 

  （百万円)

(1）勤務費用 153 

(2）利息費用 75 

(3）期待運用収益（減算） △203 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 △91 

(5）過去勤務債務の費用処理額 △6 

(6）退職給付費用 

（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)） 
△71 

(7）確定拠出年金制度への移行に伴う損

失 
27 

(8）その他 (注)２ 129 

(9）計（(6)＋(7)＋(8)） 85 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、ストック・オプションを付与しておりませんので、該当事項はありません。 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率（％） 2.0 同左 

(3）期待運用収益率（％） 2.0 5.0 

(4）過去勤務債務の処理年数 ５年（発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法

により費用処理しておりま

す。） 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 10年（各連結会計年度の発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による定率法により、

発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。） 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  （百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金否認 132 

賞与引当金損金算入限度超過額 247 

未払事業税否認 4 

容器預り保証金債務否認 20 

ゴルフ会員権評価損 60 

貸倒引当金損金算入限度超過額 15 

固定資産減損損失 98 

社会保険料（賞与引当） 26 

役員退職慰労引当金否認 63 

ギフト券預り金債務否認 28 

その他 26 

繰延税金資産小計 724 

評価性引当額 － 

繰延税金資産合計 724 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △134 

固定資産圧縮積立金 △129 

貸倒引当金の減額修正 △0 

繰延税金負債合計 △264 

繰延税金資産の純額 459 

  （百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金否認 41 

減損損失 131 

賞与引当金損金算入限度超過額 255 

社会保険料（賞与引当） 33 

未払事業税否認 31 

容器預り保証金債務否認 19 

ゴルフ会員権評価損 42 

貸倒引当金損金算入限度超過額 5 

役員退職慰労引当金否認 68 

ギフト券預り金債務否認 28 

その他 67 

繰延税金資産小計 725 

評価性引当額 △14 

繰延税金資産合計 710 

繰延税金負債  

前払年金費用 △69 

未収還付事業税 △1 

固定資産圧縮積立金 △128 

その他有価証券評価差額金 △90 

貸倒引当金の減額修正 △0 

繰延税金負債合計 △290 

繰延税金資産の純額 420 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  (％)

法定実効税率 40.4 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
3.6 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△7.4 

均等割による影響 2.3 

連結固有の仕訳による影響 6.1 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.7 

  (％)

法定実効税率 40.4 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
6.2 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△7.2 

均等割による影響 2.2 

評価性引当額 1.1 

連結固有の仕訳による影響 5.8 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当連結会計年度（自 平成18年４月

１日 至 平成19年３月31日） 

 事業の種類として「飲料関連事業」および「その他の事業」に区分しておりますが、このうち全セグメントの

売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「飲料関連事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当連結会計年度（自 平成18年４月

１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当連結会計年度（自 平成18年４月

１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 取引条件および取引条件の決定方針等 

市場金利動向等を勘案のうえ、利率を合理的に決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 取引条件および取引条件の決定方針等 

市場金利動向等を勘案のうえ、利率を合理的に決定しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 日本製紙㈱ 
東京都 

千代田区 
104,873 

紙・パルプ

の製造、販

売 

（被所有） 

直接 

54.96 

兼任 

１人 
－ 

資金の貸付

取引 

2,000 
短期貸付

金 
3,500 

1,500 
長期貸付

金 
12,500 

受取利息 59 未収収益 29 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員 橋本 建夫 － － 

香川県アイ

スホッケー

連盟会長 

（被所有） 

直接 

0.02 

－ － 寄付金 2 － － 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 日本製紙㈱ 
東京都 

千代田区 
104,873 

紙・パルプ

の製造、販

売 

（被所有） 

直接 

54.96 

兼任 

１人 
－ 

資金の回収 

2,000 
短期貸付

金 
1,500 

－ 
長期貸付

金 
12,500 

受取利息 80 未収収益 47 



(2）役員及び個人主要株主等 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員 橋本 建夫 － － 

香川県アイ

スホッケー

連盟会長 

（被所有） 

直接 

0.02 

－ － 寄付金 2 － － 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額      1,825.57円

１株当たり当期純利益金額          31.46円

１株当たり純資産額     1,838.48円

１株当たり当期純利益金額 28.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 812 680 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 － 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (60) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 751 680 

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,905 23,901 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期中の加重平均利率を記載しております。 

２．短期借入金については、連結貸借対照表において流動負債の「その他」に含めております。 

３．その他の有利子負債の取引保証金については、連結貸借対照表において固定負債の「その他」に含めており

ます。なお、５年以内に返済予定のものはありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 0 1.6 － 

その他の有利子負債        

取引保証金 102 113 0.7 － 

合計 102 114 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     4,425     5,528  

２．売掛金 ※１   1,829     2,065  

３．商品     1,003     1,067  

４．貯蔵品     35     27  

５．前渡金     243     257  

６．前払費用     27     30  

７．繰延税金資産     204     227  

８．関係会社短期貸付金     3,500     1,500  

９．一年以内に返済を受け
る長期貸付金 

    16     －  

10．一年以内に返済を受け
る関係会社長期貸付金 

    267     195  

11．未収入金 ※１   1,119     1,205  

12．その他 ※１   445     73  

  貸倒引当金     △1     △1  

流動資産合計     13,117 29.4   12,176 27.4 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※５ 6,369     6,699    

減価償却累計額   3,697 2,671   3,828 2,871  

(2）構築物 ※５ 2,038     2,116    

減価償却累計額   1,520 518   1,569 546  

(3）機械及び装置   10,188     10,260    

減価償却累計額   8,844 1,343   8,979 1,280  

(4）車両及び運搬具   286     249    

減価償却累計額   266 19   230 18  

(5）販売機器   18,817     19,456    

減価償却累計額   15,089 3,727   15,640 3,816  

(6）工具器具及び備品 ※５ 504     498    

減価償却累計額   429 74   433 65  

(7）土地 
※５ 
・６ 

  6,844     7,046  

(8）建設仮勘定     161     395  

有形固定資産合計     15,362 34.5   16,041 36.1 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産              

(1）営業権     4     －  

(2）のれん     －     10  

(3）ソフトウェア     403     395  

(4）電話加入権     17     17  

(5）ソフトウェア仮勘定     50     －  

無形固定資産合計     475 1.1   423 0.9 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     1,518     1,506  

(2）関係会社株式     811     818  

(3）出資金     54     55  

(4）長期貸付金     113     －  

(5）関係会社長期貸付金     12,813     13,048  

(6）破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

    12     4  

(7）長期前払費用     149     180  

(8）繰延税金資産     16     －  

(9）その他     160     238  

     貸倒引当金     △41     △13  

投資その他の資産合計     15,609 35.0   15,838 35.6 

固定資産合計     31,446 70.6   32,303 72.6 

資産合計     44,564 100.0   44,479 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     8     8  

２．未払金 ※１   1,596     1,326  

３．未払費用 ※１   1,020     962  

４．未払法人税等     3     207  

５．前受金     2     1  

６．預り金     125     118  

７．容器預り保証金     50     －  

８．役員賞与引当金     －     29  

９．その他     －     76  

流動負債合計     2,807 6.3   2,731 6.1 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債              

１．繰延税金負債     －     24  

２．長期預り金     128     143  

３．退職給付引当金     77     －  

４．役員退職慰労引当金     87     91  

固定負債合計     293 0.7   260 0.6 

負債合計     3,100 7.0   2,991 6.7 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   5,576 12.5   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   4,973     －    

資本剰余金合計     4,973 11.2   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   631     －    

２．任意積立金              

(1）固定資産圧縮積立金   137     －    

(2）配当引当積立金   500     －    

(3）市場開発準備金   700     －    

(4）別途積立金   27,680     －    

３．当期未処分利益   1,070     －    

利益剰余金合計     30,719 68.9   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※４   198 0.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △2 △0.0   － － 

資本合計     41,464 93.0   － － 

負債・資本合計     44,564 100.0   － － 

                

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   － － 5,576 12.5 

２．資本剰余金     

(1）資本準備金   － 4,973   

資本剰余金合計    － － 4,973 11.2 

３．利益剰余金     

(1）利益準備金   － 631   

(2）その他利益剰余金     

固定資産圧縮積立金   － 189   

配当引当積立金   － 500   

市場開発準備金   － 700   

別途積立金   － 27,880   

繰越利益剰余金   － 907   

利益剰余金合計    － － 30,808 69.3 

４．自己株式   － － △3 △0.0 

株主資本合計    － － 41,354 93.0 

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差
額金 

  － － 134 0.3 

評価・換算差額等合計    － － 134 0.3 

純資産合計    － － 41,488 93.3 

負債純資産合計    － － 44,479 100.0 

                



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．商品売上高   46,224     44,308    

２．その他売上高              

(1）受託加工収入   1,902     1,909    

(2）販売機器レンタル料   25 48,152 100.0 10 46,228 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品売上原価              

(1）商品期首たな卸高   1,005     1,003    

(2）当期商品仕入高   27,359     26,271    

計   28,364     27,274    

(3）他勘定振替高 ※１ 2,808     2,808    

(4）商品期末たな卸高   1,003 24,552   1,067 23,399  

２．その他売上原価              

(1）受託加工原価   1,826     1,782    

(2）販売機器レンタル原
価 

  19 1,846   7 1,790  

売上原価合計     26,399 54.8   25,189 54.5 

売上総利益     21,753 45.2   21,039 45.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売費 ※２ 18,335     18,131    

２．一般管理費 ※２ 2,316 20,651 42.9 2,227 20,359 44.0 

営業利益     1,101 2.3   679 1.5 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息 ※３ 72     92    

２．有価証券利息   1     －    

３．受取配当金 ※３ 235     240    

４．土地建物賃貸料 ※３ 103     108    

５．業務援助料 ※３ 76     81    

６．雑収入 ※３ 99 589 1.2 93 616 1.3 

                

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   0     0    

２．たな卸資産廃棄損   31     37    

３．寄付金   4     2    

４．休止設備減価償却費   10     －    

５．雑損失   15 62 0.1 6 47 0.1 

経常利益     1,628 3.4   1,249 2.7 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※４ 158     109    

２．投資有価証券売却益   －     22    

３．補助金収入   365     －    

４．貸倒引当金戻入額   5     －    

５．その他   － 528 1.1 10 142 0.3 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※５ 147     104    

２．転籍一時金   158     －    

３．固定資産圧縮損   365     117    

４．減損損失 ※６ 244     79    

５．その他   129 1,044 2.2 40 342 0.7 

税引前当期純利益     1,112 2.3   1,049 2.3 

法人税、住民税及び事
業税 

  305     342    

法人税等調整額   85 390 0.8 61 403 0.9 

当期純利益     722 1.5   645 1.4 

前期繰越利益     610     －  

中間配当額     262     －  

当期未処分利益     1,070     －  

                



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注） 固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法に基づく積立であります。 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     1,070 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．固定資産圧縮積立金取
崩額 

  17 17 

合計     1,087 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金   262  

２．役員賞与金      

(1）取締役賞与金   26  

(2）監査役賞与金   3  

３．任意積立金      

(1）別途積立金   200  

４．固定資産圧縮積立金   70 564 

Ⅳ 次期繰越利益     523 

        



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 

固定資産 
圧縮積立金

配当引当 
積立金 

市場開発 
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
5,576 4,973 631 137 500 700 27,680 1,070 △2 41,265 

事業年度中の変動額                    

固定資産圧縮積立金の取

崩（注）  
－ － － △17 － － － 17 － － 

固定資産圧縮積立金の取

崩 
－ － － △1 － － － 1 － － 

固定資産圧縮積立金の積

立（注） 
－ － － 70 － － － △70 － － 

別途積立金の積立（注） － － － － － － 200 △200 － － 

剰余金の配当（注） － － － － － － － △262 － △262 

剰余金の配当 － － － － － － － △262 － △262 

役員賞与の支給（注） － － － － － － － △30 － △30 

当期純利益 － － － － － － － 645 － 645 

自己株式の取得 － － － － － － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

－ － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額 

合計     （百万円） 
－ － － 51 － － 200 △162 △0 88 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
5,576 4,973 631 189 500 700 27,880 907 △3 41,354 



（注） 平成18年６月28日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
198 41,464 

事業年度中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取

崩（注）  
－ － 

固定資産圧縮積立金の取

崩 
－ － 

固定資産圧縮積立金の積

立（注） 
－ － 

別途積立金の積立（注） － － 

剰余金の配当（注） － △262 

剰余金の配当 － △262 

役員賞与の支給（注） － △30 

当期純利益 － 645 

自己株式の取得 － △0 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

△64 △64 

事業年度中の変動額 

合計     （百万円） 
△64 24 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
134 41,488 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

(1）満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法） 

────── 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3）その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定） 

(2）その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平

均法により算定） 

  ロ．時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

ロ．時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

商品及び貯蔵品  

 移動平均法による原価法 

商品及び貯蔵品  

同左 

３．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物 15～50年

機械及び装置 10年

販売機器 ５年

 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 取得価額が10万円以上20万円未満の資

産につきましては、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  ────── (2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益および

税引前当期純利益は、それぞれ29百万円

減少しております。 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定率法

により発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定率法

により発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

    （追加情報） 

 当社は、平成19年４月１日に確定給付

年金制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理基準」（企業会計基準

適用指針第１号）および「退職給付制度

間の移行等の会計処理に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第２号）を適用

しております。 

 これによる翌事業年度における退職給

付制度の一部終了益は、１百万円であり

ます。 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく当期末の必要見込み相当額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

６．その他財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより税引前当期純利益は244百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

（退職給付に係る会計基準） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）お

よび「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は41,488百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正にともない、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

１．前事業年度において無形固定資産に掲記しておりま

した「営業権」は、当事業年度から「のれん」として

表示しております。 

２．前事業年度において流動負債に独立掲記しておりま

した「容器預り保証金」は、金額的重要性が乏しいた

め、当事業年度より「その他」に含めて表示しており

ます。 

 なお、当事業年度における「容器預り保証金」は48

百万円であります。 

（損益計算書） （損益計算書） 

１．前事業年度において営業外費用に独立掲記しており

ました「製商品廃棄損」は、当事業年度より他のたな

卸資産に係るものを含めて「たな卸資産廃棄損」とし

て表示しております。 

 なお、当事業年度における「たな卸資産廃棄損」の

うち「製商品廃棄損」は23百万円であります。 

２．前事業年度において営業外費用に独立掲記しており

ました「製商品たな卸損」および「自動販売機売上金

盗難不足金」は、金額的重要性が乏しいため当事業年

度より「雑損失」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「製商品たな卸損」は３

百万円、「自動販売機売上金盗難不足金」は３百万円

であります。 

３．前事業年度において「貸倒引当金戻入額」は、特別

利益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

事業年度において特別利益の「その他」は、「貸倒引

当金戻入額」のみとなったため独立掲記しておりま

す。 

 なお、前事業年度における「貸倒引当金戻入額」

は、20百万円であります。 

４．前事業年度において特別損失に独立掲記しておりま

した「災害損失」は、金額的重要性が乏しいため当事

業年度より「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「災害損失」は０百万円

であります。 

 前事業年度において特別損失に独立掲記しておりまし

た「転籍一時金」は、金額的重要性が乏しいため当事業

年度より「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「転籍一時金」は５百万円

であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて

いる関係会社に対する主な資産・負債は、次の

とおりであります。 

※１ 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて

いる関係会社に対する主な資産・負債は、次の

とおりであります。 

売掛金     32百万円

未収入金 622 

未払金 472 

未払費用 14 

売掛金       35百万円

未収入金 596 

未収収益（その他） 47 

未払金 506 

未払費用 18 

※２ 会社が発行する株式の総数 ────── 

普通株式     50,000,000株  

発行済株式の総数  

普通株式     23,907,862株  

ただし、自己株式の消却が行われた場合には、

これに相当する株式数を減ずることになってお

ります。 

 

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式2,355

株であります。 

────── 

※４ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は198百

万円であります。 

────── 

 ※５ 当事業年度において企業立地促進事業費補助金

等の受入れにより取得価額より控除した固定資

産の圧縮記帳額は365百万円であり、その内訳は

建物11百万円、構築物２百万円、土地351百万円

および工具器具及び備品０百万円であります。 

────── 

──────  ※６ 当事業年度において土地収用にともない有形固

定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額は117

百万円（土地117百万円）であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 他勘定振替高は、日本コカ・コーラ㈱から販売

数量に基づいて受入れるリベート2,674百万円お

よび商品の内部使用等であり、内部使用等は、

販売費及び一般管理費、営業外費用、特別損失

の次の科目に振替えております。 

※１ 他勘定振替高は、日本コカ・コーラ㈱から販売

数量に基づいて受入れるリベート2,671百万円お

よび商品の内部使用等であり、内部使用等は、

販売費及び一般管理費、営業外費用の次の科目

に振替えております。 

広告宣伝費     34百万円

雑費 69 

たな卸資産廃棄損 23 

雑損失 4 

災害損失（その他） 2 

計 133 

広告宣伝費       34百万円

雑費 63 

たな卸資産廃棄損 36 

雑損失 2 

計 137 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

(1）販売費 (1）販売費 

給料手当    2,209百万円

輸送費 1,807 

福利費 355 

修繕費 1,408 

消耗品費 309 

広告宣伝費 3,859 

減価償却費 1,778 

販売手数料 3,096 

フルサービス業務委託費 1,903 

退職給付費用 99 

給料手当  2,122百万円

輸送費 1,697 

福利費 345 

修繕費 1,341 

消耗品費 340 

広告宣伝費 3,843 

減価償却費 1,831 

販売手数料 3,173 

フルサービス業務委託費 1,948 

退職給付費用 △26 

(2）一般管理費 (2）一般管理費 

給料手当    900百万円

役員退職慰労引当金繰入額 19 

減価償却費 140 

退職給付費用 55 

給料手当 838百万円

役員賞与引当金繰入額 29 

役員退職慰労引当金繰入額 16 

減価償却費 144 

退職給付費用 △11 

※３ 関係会社に対する営業外収益は、次のとおりで

あります。 

※３ 関係会社に対する営業外収益は、次のとおりで

あります。 

受取利息   67百万円

受取配当金 221 

土地建物賃貸料 75 

業務援助料 76 

雑収入 26 

受取利息     90百万円

受取配当金 223 

土地建物賃貸料 76 

業務援助料 81 

雑収入 29 

※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

土地  158百万円 土地 109百万円

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物   0百万円

構築物 5 

機械及び装置 12 

車両及び運搬具 1 

販売機器 100 

工具器具及び備品 3 

建設仮勘定 24 

計 147 

建物  16百万円

構築物 6 

機械及び装置 5 

車両及び運搬具 1 

販売機器 60 

工具器具及び備品 0 

撤去費用 14 

計 104 

※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

 当社は、事業用資産を管理会計上の区分をもとに

して、主として地域別および機能別にグルーピング

しております。  

 また、賃貸資産および遊休資産については、それ

ぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減

損の兆候を判定しております。 

 遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により

測定しております。 

 この結果、地価等が下落している上記遊休資産に

ついて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上いたしました。なお、遊

休資産の回収可能価額は不動産鑑定評価等に基づき

算定しております。 

用途 種類 場所 
減損損失 

（百万円） 

遊休資産 土地 新居浜市 233 

遊休資産 土地 松山市 10 

※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

 当社は、事業用資産を管理会計上の区分をもとに

して、主として地域別および機能別にグルーピング

しております。  

 また、賃貸資産および遊休資産については、それ

ぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減

損の兆候を判定しております。 

 当事業年度において、共用資産（本社）の社屋お

よび賃貸資産（子会社営業所）の事務所の建替えを

決定したため、当該資産について廃滅予定時におけ

る残存帳簿価額の全額を減損損失として計上してお

ります。 

用途 種類 場所 
減損損失 

（百万円） 

共用資産 
建物 

構築物 
高松市 70 

賃貸資産 建物 高松市 9 

 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当事業年度増加 
株式数（千株） 

当事業年度減少 
株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

普通株式 （注） 2 0 － 2 

合計 2 0 － 2 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当事業年度（自 平成18年４月１日 至 

平成19年３月31日）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器具及び備
品 

331 114 216 

合計 331 114 216 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両及び運搬具 4 0 3 

工具器具及び備
品 

518 192 325 

合計 522 193 329 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注） 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内   82百万円

１年超 133 

合計 216 

１年内     107百万円

１年超 221 

合計 329 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

（注） 

同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料   52百万円

減価償却費相当額 52 

支払リース料    98百万円

減価償却費相当額 98 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  （百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金否認 61 

減損損失 98 

賞与引当金損金算入限度超過額 137 

社会保険料（賞与引当） 14 

容器預り保証金債務否認 20 

ゴルフ会員権評価損 57 

貸倒引当金損金算入限度超過額 14 

役員退職慰労引当金否認 35 

ギフト券預り金債務否認 28 

その他 22 

繰延税金資産小計 490 

評価性引当額 － 

繰延税金資産合計 490 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △134 

未収還付事業税 △6 

固定資産圧縮積立金 △129 

繰延税金負債合計 △269 

繰延税金資産の純額 221 

  （百万円)

繰延税金資産  

減損損失 131 

賞与引当金損金算入限度超過額 122 

社会保険料（賞与引当） 15 

未払事業税否認 23 

容器預り保証金債務否認 19 

ゴルフ会員権評価損 39 

貸倒引当金損金算入限度超過額 4 

役員退職慰労引当金否認 37 

ギフト券預り金債務否認 28 

その他 61 

繰延税金資産小計 482 

評価性引当額 △11 

繰延税金資産合計 471 

繰延税金負債  

前払年金費用 △49 

固定資産圧縮積立金 △128 

その他有価証券評価差額金 △90 

繰延税金負債合計 △268 

繰延税金資産の純額 202 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  (％)

法定実効税率 40.4 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
3.0 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△9.7 

均等割による影響 2.1 

その他 △0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.1 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額       1,733.22円

１株当たり当期純利益金額      28.94円

１株当たり純資産額       1,735.54円

１株当たり当期純利益金額      27.00円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 722 645 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 － 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (30) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 691 645 

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,905 23,905 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

 該当事項はありません。 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

コカ・コーラナショナルビバレッジ㈱ 6,308 315 

㈱百十四銀行 379,725 270 

㈱伊予銀行 169,000 200 

㈱香川銀行 236,000 176 

㈱フジ 49,000 91 

㈱四国銀行 193,200 88 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 51,583 59 

日本紙パルプ商事㈱ 105,000 48 

日本電信電話㈱ 60 37 

シンボルタワー開発㈱ 300 30 

コカ・コーラウエストホールディング

ス㈱他17銘柄 
96,744 80 

小計 1,286,920 1,398 

計 1,286,920 1,398 

種類および銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資信託受益証券） 

日本投信委託㈱ 

香川県応援ファンド 

  

  

99,009,902 

  

  

108 

計 99,009,902 108 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額を記載しております。 

２．当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

３．当期減少額の主なものは、次のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権に対する引当金の洗替および債権回収による減少額であ

ります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産              

建物 6,369 477 
147 

(73)
6,699 3,828 188 2,871 

構築物 2,038 110 
32 

(6)
2,116 1,569 69 546 

機械及び装置 10,188 158 86 10,260 8,979 215 1,280 

車両及び運搬具 286 3 40 249 230 3 18 

販売機器 18,817 1,879 1,239 19,456 15,640 1,637 3,816 

工具器具及び備品 504 4 10 498 433 13 65 

土地 6,844 329 127 7,046 － － 7,046 

建設仮勘定 161 3,073 2,839 395 － － 395 

有形固定資産計 45,211 6,036 
4,524 

(79)
46,722 30,681 2,127 16,041 

無形固定資産              

のれん 27 11 12 26 16 5 10 

ソフトウェア 917 158 148 928 532 166 395 

電話加入権 17 － － 17 － － 17 

ソフトウェア仮勘定 50 108 158 － － － － 

その他 － 11 11 － － － － 

無形固定資産計 1,012 290 330 972 548 171 423 

長期前払費用 348 121 195 275 95 85 180 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 内容 金額（百万円） 

建物 松山営業所建物・倉庫新築 260 

販売機器 自動販売機 1,716 

資産の種類 内容 金額（百万円） 

販売機器 自動販売機 1,110 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 42 2 28 2 14 

役員賞与引当金 － 29 － － 29 

役員退職慰労引当金 87 16 12 － 91 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）回収及び滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

区分 金額（百万円） 

現金 287 

預金  

当座預金 1 

普通預金 5,080 

別段預金 0 

定期預金 158 

小計 5,240 

合計 5,528 

相手先 金額（百万円） 

㈱マルナカ 237 

コカ・コーラナショナルビバレッジ㈱ 169 

㈱ローソン 135 

㈱ファミリーマート 91 

㈱フジ 66 

その他 1,365 

合計 2,065 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

1,829 20,146 19,911 2,065 90.6 35.3 



ハ．商品 

ニ．貯蔵品 

ホ．関係会社長期貸付金 

区分 金額（百万円） 

炭酸飲料  

コーラ飲料 75 

透明飲料 16 

フレーバー飲料 50 

栄養飲料 28 

その他 19 

小計 191 

非炭酸飲料  

果実飲料 65 

コーヒー飲料 468 

スポーツ飲料 77 

ティー飲料 226 

乳性飲料 1 

その他 27 

小計 867 

その他  

食品 7 

その他 1 

小計 9 

合計 1,067 

区分 金額（百万円） 

工場補助材料 4 

広告用品 8 

自動販売機部品 11 

その他 2 

合計 27 

相手先 金額（百万円） 

日本製紙㈱ 12,500 

四国さわやかサービス㈱ 452 

四国キヤンテイーン㈱ 96 

合計 13,048 



② 負債の部 

買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

コカ・コーラウエストジャパン㈱ 4 

近畿コカ・コーラボトリング㈱ 1 

四国さわやかサービス㈱ 1 

昭和炭酸㈱ 0 

チェルト㈱ 0 

その他 0 

合計 8 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 平成19年６月27日開催の第45回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度が次のとおりと

なりました。 

 なお、第46期事業年度については、平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月となり、当該事

業年度における中間配当の基準日は、平成19年９月30日となります。 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 １００株券 １，０００株券 １０，０００株券 １００，０００株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株

式の数で按分した金額 

（算式）１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき                 1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき           0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき          0.700％ 

（円位未満の端数を生じた場合には切捨てる。） 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円と

する。 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

100株以上500株未満所有の株主に対し、当社製品（700円相当）、500株以上

1,000株未満所有の株主に対し、当社製品（1,400円相当）、1,000株以上所

有の株主に対し、当社製品（3,000円相当）をいずれも年２回贈呈する。 

１．事業年度 １月１日から12月31日まで

２．定時株主総会 ３月中 

３．基準日 12月31日 

４．剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日 



第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、日本製紙株式会社であります。 

 ２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第45期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月20日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年６月28日

四国コカ・コーラボトリング株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大西 俊哉  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千葉  彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている四国コ

カ・コーラボトリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、四国

コカ・コーラボトリング株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年６月27日

四国コカ・コーラボトリング株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 武田 宏之  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千葉  彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている四国コ

カ・コーラボトリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、四国

コカ・コーラボトリング株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年６月28日

四国コカ・コーラボトリング株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大西 俊哉  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千葉  彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている四国コ

カ・コーラボトリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、四国コ

カ・コーラボトリング株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年６月27日

四国コカ・コーラボトリング株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 武田 宏之  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千葉  彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている四国コ

カ・コーラボトリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、四国コ

カ・コーラボトリング株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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